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平
成　

年
度
ま
で
の
市
県
民
税

１８

所
得
割
の
税
率
は
、
課
税
所
得
に

よ
っ
て
税
率
が
５
％
、　

％
、　

１０

１３

％
の
３
段
階
に
分
か
れ
て
い
ま
し

た
が
、
平
成　

年
度
か
ら
一
律　

１９

１０

％
（
市
民
税
６
％
・
県
民
税
４
％
）

に
な
り
ま
す
。

※
課
税
所
得
と
は
、
給
与
や
事
業

　

収
入
な
ど
税
法
上
「
収
入
」
と

呼
ば
れ
る
も
の

か
ら
給
与
所
得

控
除
や
基
礎
控

除
、
扶
養
控
除
、

社
会
保
険
料
控

除
と
い
っ
た
諸

控
除
を
差
し
引

い
た
残
り
の
金

額
で
す
。

　

こ
の「
課
税
所

得
」に
税
率
を
か

け
た
も
の
が「
税

額
」と
な
り
ま
す
。

　

市
県
民
税
の
税
率
改
正
（
一
律

　

％
）
に
併
せ
て
、
所
得
税
の
税

１０率
も
見
直
さ
れ
、平
成　

年
分（
平

１９

成　

年
に
給
与
・
年
金
か
ら
源
泉

１９
さ
れ
る
分
、
平
成　

年
２
月　

日

２０

１８

〜
３
月　

日
の
確
定
申
告
分
）
か

１７

ら
、
最
低
税
率
が
５
％
、
最
高
税

率
が　

％
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

４０

※
「
市
県
民
税
」
＋
「
所
得
税
」

の
納
税
者
の
負
担
は
変
わ
り
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
定
率
減
税
の

廃
止
や
皆
さ
ん
の
収
入
の
増
減

な
ど
の
要
因
に
よ
り
、
実
際
の

負
担
額
は
変
動
し
ま
す
の
で
留

意
く
だ
さ
い
。

　

平
成　

年
度
の
市
県
民
税
は
、

１８

所
得
割
の
７
・
５
％
（
限
度
額
２

万
円
）
が
減
税
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、
平
成　

年
度
か
ら
は
廃
止
さ

１９

れ
ま
す
。
ま
た
、
所
得
税
は
、
平

成　

年
分
は　

％
（
限
度
額　

万

１８

１０

１２

５
千
円
）
が
減
税
さ
れ
て
い
ま
し

た
が
、
平
成　

年
分
か
ら
は
廃
止

１９

さ
れ
ま
し
た
。

※
定
率
減
税
の
廃
止
に
よ
っ
て
、

平
成　

年
度
の
市
県
民
税
は
、

１９

最
大
２
万
円
の
負
担
増
と
な
り

ま
す
。

《
問
合
せ
》税
務
課
市
民
税
係
ま
た

は
各
総
合
支
所
市
民
生
活
課

市
県
民
税
の
税
率
が

　

％
に
な
り
ま
す

１０

　

平
成　

年
度
の
市
県
民
税
は
、
国
の
三
位
一
体
改
革
の
一
環

１９

に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
が
自
主
性
を
発
揮
し
、
よ
り
身
近
な

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
、
国
（
所
得
税
）
か
ら
地
方
（
市
県

民
税
）
へ
税
源
移
譲
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

こ
の
税
源
移
譲
に
よ
っ
て
、
皆
さ
ん
が
納
め
て
い
た
だ
く
平

成　

年
度
の
市
県
民
税
（
平
成　

年
６
月
課
税
分
）
の
税
率
は

１９

１９

次
の
と
お
り
変
わ
り
ま
す
。

平
成
１９
年
度
の 

市
県
民
税
の
税
率
が
変
わ
り
ま
す 

市
県
民
税
が
増
え
て
も
、
所

得
税
が
減
る
た
め
、
納
税
者

の
負
担
は
変
わ
り
ま
せ
ん

定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
ま
す

▲0 ▲200万円 

平成１８年度まで 

平成１９年度から 

▲700万円 
（課税所得） 

▲0 ▲200万円 ▲700万円 
（課税所得） 

5％ 
10％ 

10％ 

13％ 

平成１８年度まで（移譲前）

平成１９年度から（移譲後）
負担率所得税市県民税所得割

課税所得
税率税率税　　率
１５％５％

一律
１０％

１９５万円以下

２０％１０％
１９５万円超
３３０万円以下

３０％２０％
３３０万円超
６９５万円以下

３３％２３％
６９５万円超
９００万円以下

４３％３３％
９００万円超
１，８００万円以下

５０％４０％１，８００万円超

　

医
療
費
の
自
己
負
担
が
高
額
に

な
っ
た
と
き
、
自
己
負
担
限
度
額

を
超
え
た
分
は
高
額
療
養
費
と
し

て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
高
額
療
養
費
の
支
給
方
法

が
一
部
変
更
に
な
り
、　

歳
未
満

７０

の
方
が
入
院
し
た
と
き
、
あ
ら
か

じ
め
国
民
健
康
保
険
に
申
請
し
、

交
付
さ
れ
た
限
度
額
適
用
認
定
証

を
医
療
機
関
に
提
示
す
る
こ
と
で
、

窓
口
で
の
支
払
い
が
自
己
負
担
限

度
額
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　

自
己
負
担
限
度
額
は
、
所
得
区

分
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す
の
で
、

入
院
さ
れ
る
場
合
は
、
限
度
額
適

用
認
定
証
の
交
付
を
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。
た
だ
し
、
国
民
健
康
保

４
月
１
日
か
ら

　

歳
未
満
の
方
の
高
額
療

７０養
費
の
支
給
方
法
が
一
部

変
わ
り
ま
し
た

負担率所　得　税市県民税所得割
税率税率課税所得税率課税所得
１５％

１０％３３０万円以下
５％２００万円以下

２０％
１０％

２００万円超
７００万円以下 ３０％

２０％
３３０万円超
９００万円以下 ３３％

１３％７００万円超 ４３％３０％
９００万円超
１，８００万円以下

５０％３７％１，８００万円超
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険
税
を
滞
納
し
て
い
な
い
方
に
限

り
ま
す
。

※
１　

世
帯
内
の
国
民
健
康
保
険

被
保
険
者
の
合
計
所
得
金
額
が

６
０
０
万
円
以
上
の
世
帯

※
２　

多
数
該
当
は
、
過
去　

カ
１２

月
以
内
に
４
回
以
上
高
額
療
養

費
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
の
４

回
目
以
降
の
限
度
額

自己負担限度額申請回数※２区分
１５０，０００円＋１％（１％は医療費が５００，０００円を
超えた場合に、超えた分の１％）１～３回目上位所得

世帯の方
※１　　

　

歳

未

満

の

方

７０
８３，４００円多数該当

４回目以上
８０，１００円＋１％（１％は医療費が２６７，０００円を超
えた場合に、超えた分の１％）１～３回目一　　般

世帯の方 ４４，４００円多数該当
４回目以上

３５，４００円１～３回目市　民　税
非　課　税
世帯の方 ２４，６００円多数該当

４回目以上

《
問
合
せ
》市
民
課
国
保
医
療
係
ま

　
た
は
各
総
合
支
所
市
民
生
活
課

４
月
１
日
か
ら 

　
障
害
者
自
立
支
援
法
に
か
か
る 

　
　
低
所
得
利
用
者
等
の
負
担
額
が 

　
　
　
　
　
　
　
　
軽
減
さ
れ
ま
し
た 

　

通
所
施
設
、居
宅
介
護（
ホ
ー
ム

ヘ
ル
プ
）等
の
在
宅
サ
ー
ビ
ス
を

利
用
す
る
場
合
、
月
額
負
担
上
限

額
が
４
分
の
１
（
平
成　

年
度
ま

２０

で
の
経
過
措
置
）
に
な
り
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
対
象
者
は
、
現
在
の

所
得
区
分
が
低
所
得
１
・
２
、
一

般（
※
１
）の
利
用
者
で
資
産
が
一

定
以
下（
※
２
）の
方
で
す
。（
表
１

参
照
）

　

ま
た
、
通
所
施
設
の
利
用
お
よ

び
短
期
入
所
を
併
用
す
る
場
合
は
、

低
所
得
２
で
あ
っ
て
も
３
、７
５

０
円
と
な
り
ま
す
。（
表
２
参
照
）

※
１　

市
民
税
課
税
世
帯（
お
お

む
ね
６
０
０
万
円
以
下
の
世
帯
）

で
所
得
割　

万
円
未
満
の
方

１０

（
税
制
改
正
に
よ
り
、７
月
以
降

は
収
入
が
お
お
む
ね
６
０
０
万

円
の
場
合
、所
得
割
が　

万
円

１６

に
変
更
さ
れ
る
予
定
で
す
が
、軽

減
措
置
の
対
象
と
な
り
ま
す
）

※
２　

軽
減
の
対
象
と
な
る
資
産

の
状
況
（
預
貯
金
等
の
額
）

・
単
身
世
帯　

５
０
０
万
円
以
下

・
家
族
同
居
１
、０
０
０
万
円
以
下

　

現
在
の
所
得
区
分
が
低
所
得

１
・
２
の
利
用
者
で
資
産
が
一
定

以
下（
※
２
）で
あ
れ
ば
月
額
負
担

上
限
額
の
軽
減
の
対
象
に
な
り
ま

し
た
。

●
通
所
授
産
施
設
の
低
所
得
利
用

者
は
、
国
の
軽
減
措
置
か
ら
さ

ら
に
月
額
負
担
上
限
額
は
２
分

の
１
に
な
り
ま
す
。（
平
成　

年
２０

度
ま
で
経
過
措
置
）（
表
３
参

照
）

※
３　

訪
問
系
お
よ
び
日
中
活
動

サ
ー
ビ
ス（
居
宅
介
護
・
ホ
ー
ム

ヘ
ル
プ
）を
併
用
す
る
場
合

●
移
動
支
援
事
業
の
低
所
得
利
用

者
は
、月
額
負
担
上
限
額
が
２

分
の
１
に
な
り
ま
す
。（
平
成　
２０

年
度
ま
で
経
過
措
置
）（
表
４
参

照
）

●
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
低
所
得
利

用
者
の
家
賃
補
助
（
補
助
期
間

未
定
・
資
産
要
件
な
し
）

・
対
象
者　

低
所
得
１
お
よ
び
低

所
得
２
の
利
用
者

・
補
助
金
額　

家
賃
の
２
分
の
１

を
補
助
（
上
限
月
額
２
万
円
）

　

４
月
１
日
か
ら
通
所
施
設
、
居
宅
介
護（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
）等

の
在
宅
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
場
合
の
月
額
負
担
上
限
額
が
、

国
と
県
で
そ
れ
ぞ
れ
次
の
と
お
り
軽
減
さ
れ
ま
し
た
。

国
の
軽
減
措
置　
　

県
の
軽
減
措
置　
　

負担上限額の変更（表１）

備考（資産等の要件）変更後現　行所 得 区 分

預貯金
単身　５００万円以下
家族１，０００万円以下

３，７５０円１５，０００円

市民税非課税
のうち、本人の
収入が８０万円
以下の方

低
所
得
１

預貯金
単身　５００万円以下
家族１，０００万円以下

６，１５０円２４，６００円

市民税非課税
のうち、本人の
収入が８０万円
を超える方

低
所
得
２

世帯員全員の所得
割１０万円未満
預貯金
単身　５００万円以下
家族１，０００万円以下

９，３００円
３７，２００円

市民税課税の
うち、所得割１０
万円未満の方

一
般

上記以外３７，２００円上記以外の方

低所得２の利用者によるサービスごとの
負担上限額の変更（表２）

変更後現　行サ ー ビ ス 名

３，７５０円１５，０００円短期入所児童デイサー
ビス通所施設

６，１５０円２４，６００円
居宅介護・短期入所

居宅介護・短期入所

（表３）
月額負担上限額区　

分
変更後（軽減措置）

現行
県国

１，８７５円３，７５０円１５，０００円

低
所
得
１

１，８７５円
※３　　　
（４，２７５円　
～６，１５０円）

３，７５０円
※３　　　
（６，１５０円）

２４，６００円

低
所
得
２

（表４）
月額負担上限額区

分 変更後現行

７，５００円１５，０００円

低
所
得
１

１２，３００円２４，６００円

低
所
得
２

《
問
合
せ
》　
社
会
福
祉
課
障
害
福

　
祉
係

１ヵ月の自己負担限度額


